
持続的な地域づくりに向けた話し合い
＜集落戦略の策定ガイドライン＞

～話し合いの参加者向け～

（令和2年12月）

農林水産省



生活サービス活動
（声かけ・見守り 等）収益活動 （農産物加工・販売 等）

⼟地改良区

【取組規模】

多⾯⽀払活動組織

複数集落
小学校区

（旧々市町村）
単独集落

中⼭間直払集落協定

地区の実情に合わせて、単独〜複数
集落で集落戦略の作成に取り組む

〜はじめに〜
○集落のコミュニティを維持するためには、中⼭間直払集落協定だけでなく多

⾯⽀払活動組織等を含んだ複数集落での広域化や収益性の⾼い事業の展開な
どが効果的ですが、じっくりと話し合う時間が必要で直ぐに取り組むことは
難しいです。

○中⼭間地域等直接⽀払の第５期対策が始まり、集落戦略の作成が本格化しま
す。集落戦略では、地域の農地・農業施設等を将来にわたって維持していく
ための対策を話し合いますので、これをきっかけに、まず地域の農地、農業
施設、⿃獣被害等、農業に関する現状・課題を整理し将来像を話し合いま
しょう。

○本ガイドラインは、集落での話し合いの進⾏を担当する⽅（市町村職員、集
落協定役員等）の参考となるよう、特に⼟地利⽤、担い⼿の確保、⿃獣対策
の取組を含む話し合いの進め⽅をとりまとめました。

市町村

【将来に向けた話し合い】
① 土地利用を考える（将来も利用する農地、利用されなくなる農地を特定）
② 土地利用する農業者の確保を考える
③ 農地、農業施設の維持を考える
④ 他の地域資源（特産品等）の活用を考える

土地改良施設の
維持・管理

農業生産活動
（担い手の確保等）

共同活動
（機械の共同利用 等）

農地の維持
（鳥獣対策等）

収益活動 （農泊）

○集落の持続性を強化する取組

集落戦略で話し合う主要テーマ

【将来】

集落コミュニティの維持（地域外からの移住・定住、交流人口増等）
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話し合いの前に準備する物、確認事項

（３）話し合いを⾏う集落の⼈⼝データ
(参考1)世界農林業センサス[年齢別農業就業⼈⼝]

(https://www.maff.go.jp/j/tokei/census/afc/2015/dai1kan.html)
(参考2)総務省統計局地図で⾒る統計(https://www.e-stat.go.jp/gis)

市町村職員の皆様

○集落の航空写真等
(参考)国⼟地理院GIS Maps (https://www.gsi.go.jp/gis.html)

○集落の⼟地利⽤が分かる図⾯
(実質化された⼈・農地プラン、協定書の図⾯等)

（２）話し合いを⾏う集落の地図等

（⼜は）

P２

参集範囲は話し合いの内容に合わせて決めましょう。

②更に収益活動(加
⼯・農泊等)も
話し合う場合

③更に、地域コミュ
ニティ(防災､⾒守
り⽀援等)も話し合
う場合

①農業(農地､施設、
担い⼿､機械の共
同利⽤等)について
話し合う場合

更に

更に

（１）集落関係者と参集範囲の確認
・協定参加者(なるべく多くの⼥性を！)
・担い⼿農家(なるべく多くの⼥性を！)
・地区の農業委員､農地利⽤最適化推進

委員､⾏政区⻑､公⺠館⻑ 等

・①のメンバー
・協定外の農業者(なるべく多くの⼥性を！)
・活動に興味を持つ⾮農家(男⼥問わず幅

広く声かけを！) 等

・①、②のメンバー
・集落⽀援員(なるべく多くの⼥性を！)
・市町村職員(農林・企画､⼥性職員も積

極的に参加を！) 等



話し合いのスケジュール

集落の理想像やその実現⽅法を
検討しましょう

ステップ３で話し合った内容を
集落戦略に書き込みましょう

検討結果を共有しましょう

第２回

○話合いは複数回に分けて⾏います。今回は２
回に分けて実施する場合の例を紹介します。
（地区によって回数を変えて構いません）

集落の客観的データを共有しま
しょう

第１回

集落の農業（農地、施設、担い⼿、
機械の共同利⽤等）について振り
返りましょう。

【ステップ１】

【ステップ２】

【ステップ５】

【ステップ３】

【ステップ４】

P３



（第１回）
【ステップ１】集落の農業（農地、施設、担い⼿、機

械の共同利⽤等）について振り返りま
しょう。

○集落の農業について

⿃獣被害が増
えている

担い⼿が○⼈
いる

機械の共同利⽤
組合がある

P４地理院地図/GSI Maps | 国⼟地理院
https://maps.gsi.go.jp/#17/40.549344/140.430304/&base=ort&ls=ort&disp=1&vs=c1j0h0k0l0u0t0z0r0s0m0f0



地区に住んでいる⼈について
Ｑ１ 協定参加者の年齢構成を振り返りま

しょう。

Ｑ２ 協定の担い⼿は何⼈いますか？

Ｑ３ 過去５年間に、地区外から転⼊した⼈、
他の地区・地域から戻ってきた⼈で
農業を始めた⼈は何⼈いますか？

①担い⼿の動向

地図や表などのデータや
集落全体の⼈⼝も⾒てみましょう

（第１回）

【ステップ２】集落の客観的データを共有しましょう

5年前 現在 10年後

⼈⼝推移

・・・・

P５



P６

②地区の農地の状況
□ 事前に準備した農地⼀筆毎が分かる地図を活⽤し、

荒廃農地やその恐れのある農地を特定しましょう。

□ また、将来の受け⼿が決まっていない農地を特定
しましょう。

（⼭形県農村計画課作成資料から引⽤）

（１）農用地の内訳等 （２）集落戦略
①複数の加 第１順位加算 ②農業生産活動 集落戦略を作成す 協定農用地の将来像（6～10年 後を想定して記入）
算の交付 第２順位加算 等の体制整備 る 管理者 後継者 担い手 担い手等 農地中 草刈り そ の 他
を受ける 第３順位加算 の取組（集落 集落戦略を作成し が引き が耕作 等に引 に引き受 間管理 等の管 （具体的

）場合の加 第４順位加算 戦略の作成） ない 続き耕 を継承 き受け けてもら 機構へ 理のみ に記 載
算を適用 第５順位加算 の有無 作 てもら うことを の貸付
する順序 う予定 希望 を希望

③ 現 況 ④基礎・体 ⑤加算の適用 ⑥農用地の ⑦ ⑧個人 （受け （受け手
制整備単価 管理 管 配分を 手が決 が決まっ

理 受ける まって て い な
地 一 団 地 地 面 交 付 1 0 a 交 付 第 第 第 第 第 農 用 具 体 者 所得超 いる） い）
域 団 地 番 目 積 基 準 当 た 額 １ ２ ３ ４ ５ 地 の 的 活 過者の
区 の 名 ( 傾 り の 円 順 順 順 順 順 現況 動 内 引受地

(

（ ）
分 農 ㎡ 斜等) 単 価 位 位 位 位 位 容

用 (円) 加 加 加 加 加

)

地 算 算 算 算 算
名

計

（第１回）

この結果を集落戦略に
反映してください

上記地図は事例として掲載してい
ます。地域の実情に応じて簡易な
図⾯を使⽤しても構いません。



P７

【ステップ３】集落の理想像やその実現⽅法を検討
しましょう

ステップ２で作成した図⾯を使って、集落の課
題と解決策を話し合いましょう。
（話し合う課題の例）

□ 集落の⼟地利⽤計画
□ 担い⼿の確保育成
□ ⿃獣被害対策
□ その他

（解決策とスケジュールの例）

（第２回）

解決策 いつ どこで 何を 誰が

（例）
当⾯担い⼿の
いない農地を

維持する
R4年〜 担い⼿のい

ない農地
蜜源作物を

植える
協定参加者

全員

（例）
若者を

呼び込む
R4〜5年 集落の全農

地
営農組織を
設⽴する

協定参加者
と市町村

（例）
⿃獣被害防⽌

柵の設置
R4年3〜4⽉ 集落の⼭側

（2km） 柵設置 協定参加者
全員



【ステップ４】ステップ１〜３で話し合った結果を
集落戦略に書き込みましょう

（第２回）

P８

２．集落戦略（集落の将来像）

２－１協定農用地の将来像を踏まえた集落の現状（複数可）

集落の現状 担い手の詳細

担い手等が確保できており、耕作を継続していく

農業者（協定内 【具体名：〇〇】）

農地所有適格法人、農業生産組織等（協定内 【具体名：〇〇】）

農業者（協定外 【具体名：〇〇】）

農地所有適格法人、農業生産組織等（協定外 【具体名：〇〇】）

担い手等が確保できているが、全ての委託希望は受けられない

農業者（協定内 【具体名：〇〇】）

農地所有適格法人、農業生産組織等（協定内 【具体名：〇〇】）

農業者（協定外 【具体名：〇〇】）

農地所有適格法人、農業生産組織等（協定外 【具体名：〇〇】）

担い手等が確保できていない

耕作を継続していきたいが、耕作条件の悪い農地がある

耕作を継続していきたいが、農業所得が低い

耕作を継続していきたいが、法面や水路・農道等の管理が過重な負担となっている

鳥獣被害が深刻であり、耕作意欲が減退している

集落の自治（コミュニティ）機能が低下しており、生活に支障・不安が生じている

（具体的に記載）

具体的内容：〇〇～

その他（自由記載）

・耕作条件の悪い農地が0.8haあるが、引き受け手がいない。

●

●

●

●

●



（第２回）

P９

２－２集落の現状を踏まえた対策の方向性（複数可）

対策の方向性 担い手の詳細

耕作放棄の懸念はなく、集落の課題もないことから、対策は不要

協定内で担い手を育成・確保

農業者

農地所有適格法人、農業生産組織等

新規就農者

協定外で担い手を確保

農業者（協定外）

農地所有適格法人、農業生産組織等（協定外）

基盤整備等により耕作条件を改善

農産物の高付加価値化により所得の向上を図る

新たな作物の導入により所得の向上を図る

省力化技術の導入や外注化等により労働負担の軽減を図る

耕作継続が困難な農用地の林地化

放牧利用による農用地の管理

鳥獣被害防止対策の実施

集落の自治（コミュニティ）機能の強化

その他（自由記載）

２－３具体的な対策に向けた検討（複数可）

※「２－２集落の現状を踏まえた対策の方向性」で「対策は不要」とした場合は、記

載不要

検討を要する事項

特に懸念はなく、協定参加者で実施していく

協定参加者だけでは検討が困難であり、外部（市町村・都道府県を含む）からの助

力を得たい

他の協定との広域化を考えたい

中山間地域等直接支払交付金の加算措置を活用したい

対策に活用可能な補助事業等を紹介してほしい

その他（自由記載）

●

●

・耕作条件の悪い農地（0.8ha）はれんげを植える。

・若者を受け入れるための営農組織の設立を検討する。

●

●

●

●

●



（第２回）

P10

２－４今後の対策の具体的内容及びスケジュール（決まり次第記載）

※「２－２集落の現状を踏まえた対策の方向性」で「対策は不要」とした場合は、記

載不要

２－５農業生産活動等の継続のための支援体制

（第５期対策の期間中に、協定農用地において農業生産活動等の継続が困難な農用地

が発生した場合の支援体制）

第５期対策期間中の農業生産活動等の継続のための支援体制

農地所有適格法人が支援する【具体名：〇〇】

ＪＡが支援する【具体名：〇〇】

集落営農組織が支援する【具体名：農林水産営農法人】

農業者が支援する【具体名：〇〇】

協定参加者で役割分担しつつ、農用地の維持管理を行う

その他（自由記載）

※上記の支援体制によってもなお、当該農用地で農業生産活動等の継続が困難と

なった場合には、集落協定代表者は、速やかに市町村、農業委員会等に当該農用

地に対する利用権の設定等又は農作業受委託の斡旋等を申し出ることとする。

※結果として、当該農用地で農業生産活動等の継続が困難となった場合には、当該

農用地分のみ、交付金の返還が必要（本人の病気や高齢化、家族の病気など、不

可抗力等の場合は交付金の返還は免除 。）

●

●

景観作物を植えて、協定参加者で農用地を維持する。

解決策 いつ どこで 何を 誰が
（例）

当⾯担い⼿の
いない農地を

維持する
R4年〜 担い⼿のい

ない農地
蜜源作物を

植える
協定参加者

全員

（例）
若者を

呼び込む
R4〜5年 集落の全農

地
営農組織を
設⽴する

協定参加者
と市町村

（例）
⿃獣被害防⽌

柵の設置
R4年3〜4⽉ 集落の⼭側

（2km） 柵設置 協定参加者
全員



【ステップ５】検討結果を共有しましょう

皆さんで話し合った結果を、
参加者全員で共有しましょう。

（第２回）
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こ ざわ

⼩沢地区中⼭間事業組合
（⻘森県弘前市）

P12

協定の特徴

✓小学校区の３集落から成る
✓地理的、歴史的な水のつながり
✓水路を守るため集落が一致団結

（交付金の全てを共同取組活動へ）

・中山間地域等直接支払制度を第１期対策から継続。
・地理的、歴史的な水のつながりを有し、農家と非農家のつながりも確保されている。
・集落で生きたお金の使い方をするという考えの基、取組３年目から共同取組活動に交付金を
100%配分し水路整備（土水路からU字溝へ）等を実施。

・水路法面の安定化や維持管理の軽減が図られ、水利施設の整備等という地域共通の目的が共同取
組活動への配分に対する理解に繋がっている。

⼩沢集落

ため池

集落協定における取組事例１

ため池

ため池

（上）

（中）

（下）




